



根 津 文 夫
は じ め に
M.Eモ ・…レ イ(MichaelF.M・rley)は1981年の論文 「付加価値報告」 の冒頭 と結論部分で,
英国において付加価値計算書(valueaddedstatement)の公開が飛躍的に増大 し,20世紀末 までに
はそれが損益計算書を凌 駕し,損 益計算書を会社報告書(corporatereports)の1つの脚注(anote)、
へ と追いや りかねない とまで予測 して,次 のように語 っている。
「アカウソタン トは財務報告が20世紀において どの ように変容を遂げてきたかを回顧する とき.
損益計算書の著しい興隆を認め ざるをえない。 損益計算書は1900年には殆 ど使用 され ていなか っ
たが,20世紀中葉 までにそれは貸借対照表を凌駕し,会 社報告書のセンター ピースまたは関心の
焦点になるに至 った。 しかしながら,今 や会社報告書への新参老,す なわ ち付加価値計算書が今
世紀末 までにはセンター ピースとして損益計算書に取 って替るか もしれない と信 じ る根拠 が あ
泓
「…・付加価値計算書の興隆の要因となった会社目的の変貌にもとつく(付加価値計算書公開への




ある。その時 までには損益計算書は会社報告書 の1つ の脚注へ と追いやられ ているであろ う」。
このモーレ イの言葉から推察で きるように,1970年代後半か ら1980年代初頭の数年間に亙 り,
英 国では付加価値計算書 の公開が1つ の 「流行」 と化 したのであ る。 もっともこの 「流行」は大




傾 きが あ る こ と,つ ま り巨大企 業 に よる公 開 が進 ん でい る ことを指 摘 してい るこ とか ら も明 らか
で あ る。 イソ グラ ン ド・ウ ェー ル ズ勅 許会 計 士 協会(lnstituteofCharteredAcc・untantsinEngland
andWaies-ICAEW)の調査報告書SurveyofPublishedAccounts-1982/'83年以降FinancialRe・
Porting-ASurvayofUKPublishedAccountsに改題)の 各年 度版 に よれ ば,英 国 の代表 的 企業
300社の うち付加 価 値計 算 書を 公 開す る企 業 の数 は1975年度14社,76年度42社,77年 度67社,78
年 度84社,79年度90社,80年度88社とな ってい る。 但 し,80年代 に入 り公開 す る企 業 の数 は減 少
しつつ あ り,81年度77社,82年度 は64社,全 体 の21%に す ぎな い。 つ ま り,付 加価 値計 算 書 を作
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ω
成 し,公 開す る企業 の割合は これ までの ところ3分 の1を 超えた ことはなか ったのであ る。
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ラザフォー ドは,「付加価値計算書は数多 くのデータを含んでいるが,年 次報告書の情報内容
ω
(informationcontent)に付け加えるものは少ない」 と語 ってい る。 この言葉に よって代 表 され る
ように,殆 どすべての論者によって付加価値計算書は従来から公 開されてきた他の計算 書 類(と
くに損益計算書)で 開示 され る情報を配 列し直 した ものであ る,あ るいは端的に損益 計 算 書 の 単
なる書 き直 しにす ぎない と捉え られ てい るのである。 この ことは後述するところで明らかになる
筈であるが,も しそ うであれば,格 別斬新 な情報を提供す るものでもない計算書が敢えて何故 に
作成され,公 開 され るのか,そ の意義を問 うことの重要性が一層増大 して くるのである。
本稿は以上 の如 き問題意識に立脚 して,英 国の外部報告を 目的 とす る付加価値会計一 以下,
かか る型の付加価値会計を付加価値報告会計(valueaddedaccountingforfinancialreportingpurp・se)
と呼ぶ一 に関する一連の諸説 を可能 な限 り忠実に紹介 し,前 述の問題に接近す るための基礎 作
業である。既に我が 国においては,70年代以降の経営管理指向の付加価値会計を含めた付加価 値







取 り上げるのは,会計情報公開の拡充の基本的意義 ・性格を析出するとい う作業の一環としてで
ある。会計情報の公開を企業の 「社会性」が表出した現象として位置づけて,企業の 「社会性」'
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・「社会責任」 の増大か ら企業概念 ・企業 目的の 「変貌」 を説 き,そ れを背景に会計責任の 「社
会化」,公 開の拡充を強調す る思考は現在においても内外で根強 く見受けられ る。 この延 長線上
で,付 加価値計算書の公開が展開された背景を現代企業の 「社会的性格」の増 大に もとめ,そ れ
を企業の 「社会責任」にかかわ る問題 として把握す る見解が支配的 であ る。Rル イス(Richard
'Lewis)とD.ペ ン ドリル(DavidPendriH)がそ の 著 書r高 等財務会計論』 で付加価値計算書を
働
「年次報告書の拡張」(expansi・noftheannualrep・rt)の章で取 り上げているよ うセこ,改 めて指摘
す る まで もな く,そ の公開は会計情報公開の拡大を意味してい る。 しかしなが ら,会 計情報公開
の拡大(充 実)は 果して企業の 「社会性」が表 出した,そ の会計的表現形態 とし て 把握 しえ るの
　 　
であろ うか。 これは企業会計の基本的性格をどの ように規定す るか とい うより高次 の問題に直結
す ることであ り,英 国における付加価値報告会計の基本的意義 ・性格を見極め ることは会計情報




'レポー ト』(以下rレ ポー ト』と略記)の なかで 付加価値計算書を追加的計算書(additionalstate・
ments)の1つとして提案 した ことに促迫 されて理論 ・実務の両面に 亙 って 急速な展開を遂げた
翻
のである。その2年 後,時 の労働党政府は グリーン ・べ一パー 『会社報告書の将来』 を発表して
rレポー ト』の立場を支持す ることを表 明したが,こ のことがその展開に一 層 の 弾みを加えた の
であ る。 そこで,本 稿 ではまずrレ ポー ト』 と上記のグリーン ・ペーパーを,付 加価値報告会計
に関説した ところに限定 して取 り上げ,付 加価値計算書の公開が何故に必要 とされているのかそ
の基本的見解を尋ね ることにす る。 このrレ ポー ト』の趣 旨に沿 って付加価値報告会計の理念,
付加価値の意義,そ の測定 ・表示方法を もっとも詳細に敷桁 した のがモー レ イの一連の研究であ
り,し か も彼の研究は理論的 ・実務的にみてこの会計領域に おける殆 どすべての問題を網羅 して
お り,そ の現状を十分に反映 した ものである。そ こで,第2に 彼の一連の研究を取 り上げる。第
3番目にM.レ ンシャル(MichaelRensha11)=R.アラン( ichardAllan)=Kニコル ソン(Keith
Nichols・n)が英 国会計基準委員会(ASC)への研究報告書 として刊行 したr外 部財務報告 上 の付
個
加価値』を取り上げる。それはモーレイの著書と並んで付加価値報告会計の代表的研究書である
とい う理由だけでな く,rレポー ト』やモーレaらとは付加価値報告会計に対す る基本的立場に
関し際立 った相違を示しており,伝統的損益会計のなかに付加価値計算書を位置づけ,し たがっ
てその表示方式が 『レポー ト』らとは大きく異なるからである。
Irコ ー ポ レ ー ト ・レ ポ ー ト』'とr会 社 報 告 書 の将 来 』
1.『コーポ レー ト・レポー ト』
周知の ように,rレポー ト』は会社報告書の 目的 ・内容,測 定方法な ど英国にお け る外部報告
会計の基本的方向を示 した討議資料であ る。 ここでは既に設定 した課題 との関係上,そ の全体 を
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網 羅して取 り上げないで,本 稿のテーマに必要 と考えられる部分のみに言及す ることとする。
rレポー ト』は まずその課題を 「公表財務報告書(publishedfinancialreports)の基本諸 目的 と こ
の諸 目的が達成せられ うる手段」(para.0.1)を明 らかにす ることであ る と表明す る(カ ッコ内は
rレポーb』からの引用筒所を示す,以下同)。『レポー ト』に よれば,か か る課題に関して は これ ま
で数多 くの研究が見受け られ るが,「誰が,誰 に,何 故 に,そ して どの程度(頻 度)報 告すべきか
について殆 ど語 られて こなか った」(para.0.4),そこで 『レポー ト』 は この 欠落部分を埋めるべ
く努力しfeとい うのである。 この課題への接近方法は第1章 「基礎的な考え方」(basicphil・SQphy)
において,次 の如 く表明され てい る。「当委員会の基本的接近方法は,会 社報告書が で き うる限
り利用者の情報 ニーズを満足 させ るようすべ き こと,す なわち会社報告書が有用であるぺ きであ
るとい うものである。利用者のニーズを識別 し,そ れに よって会社報告書の基本 目的 を達成すべ㈹
く,まず 誰が何故に会社報告書を公表すべ きかを確認す ることが必要であ る」(para.1.1)。
rレポー ト』は 「何故に公表すべ きか」とい う自ら提起した問題に対 して,「公的会計責任」(publlc
accountability)を導入 して説明 し,次 いで 「誰が公表すべ きか」,つまり報告主体の範 囲について
は上場 ・未上場の有限責任会社,国 営企業,・パー トナー シ ップ,中 央政府の省庁機 関,地 方 自治
体等極め て幅広い経 済主体(economicentity)を列挙してい る。 しか し,そ の主 た る 論議の対象
は公開会社である。
次に,『レポー ト』は会社報告書の利用老 を報告主体に関す る情報に対 し て 合理的権利を もつ
人 々として定義する。か ような権利は,情 報要求に対す る法的強制力によって支持 され てい よ う
ゴ
といまい とに関係な く,報 告主体 のパ ブリック ・アカウンタビリテ ィか ら生じると捉 えられるの
UD
で あ る。 した が って,会 社 報 告書 の利 用 者 として持 分 投 資家 集 団(equityinvestorgr・up),他人 資
本 提 供者 集 団(1・ancredit・rgr・up),従業 員 集 団,ア ナ リス ト・ア ドバ イ ザ ・一・一集 団,得 意 先 ・仕
ゆ
入先を含む取 引先 グルー プ,政 府,一 般 大衆(thepublic)が列挙 され,あ りとあらゆ る社 会階層
・機関が利用者 として把握 され ることになるのである。 敢えて私見を挟む ならぽ,そ こには企業
を社会的 ・制度的存在 として,す なわちす ぐれて永続的,継 続的な,ゴ ー イング ・コンサー ンと
して定置 し,企 業 の社会的安定化,維 持 ・強化を確保すべ く社会の各階層 ・機関の協力的関係が
期待 され重視 され てい るのである。
『レポー ト』は 「誰が誰に対 して何故に報告すべ きか」 とい う会社財務報告に関す る基礎的な フ
ィロソフィーを表明 したのち,会 社報告書の基本 目的を,「報告主体の資源 と業績に関 す る経済
的測定結果お よび情 報に対して合理的権利 をもつ人 々に有用な情報を伝達す ることであ る」(para・
3.2)と規定す る。か ような認識は当然の ことながら公表財務報告書の 目的に 関 す る 伝統的見解
とは相容れ ない ものである。rレポー ト』は この伝統的見解を代表す るもの として,ICAEWが
1952年に発表した勧告害N15(但し1974年vctw回された)で 表明された見解を挙げ,こ れを批判す
るのであ る。 この勧告書は公表財務報告書の 日的を次の如 く規定 していた。
「企業 の年次決算書(annualaccounts)の主要 目的は,所 有主たちに対 し,彼 らの資金 が どの
ように運用 され,利 益がかかる運用か らどの ように獲得 されたかを表示す る情報を提供す るこ
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とである」。
rレポー ト』は この主張に対して,か ような 目的の規定は不十分 であ り,現 代 の情報 ニーズに適
合 しないことがます ます明瞭になってい ると断定 し,「会社報告書が進むべ きと,当 委員会が考
える新 しい方向を指摘す る」 ことがこの討議資料の 目的であると語 るのであ る。
それでは,そ の新しい方向とは何か。 「レポー ト」 は これを企業 目的の変容 との連関で捉える
のである。rレポー ト』 は語 る。





す る よ う期 待 され て い る。 しか し,実 務 に おい て は営 利企 業 は 現在 よ り幅 広 い 責任 を 認識 して
い るの で あ る」(para.4.25)。
次 い で,英 国産 業連 盟(CBI)が1973年に刊 行 した 報 告書r英 国 の公 開 会社 の 責 任』TheresPonsibi-
titiesoftheBritishpmblicComPanッ)の一節 を 引用 してい る。 す なわ ち,「 英 国産 業 連盟 は,政 府
コ 　
が よ り広範なデ ィス クロージャー政策の一環 として,会 社がrそ の債権者,仕 入先,得 意先,従
業員お よび社会一般 との関係から生起す る(当該会社の設立目的の文脈のなかで)責 任 と義務を認識
し,そ の際に上記の諸集団の諸利害間のバ ランス,な らびに これ らの集団 と会社の所有主の利害
との間のバ ランスを見い出すべ く最善の判断を行使す るよ う一般的な立法的刺激を考慮す るか も
しれない と考える」(para.4.26)。この英国産業連盟か らの引用について 『レポー ト』は何 らの コ
メン トも加えていないが,ASC自 身が英 国の上場会社の うち上位300社の 取締役社長に 対 して
行な った会社 目的の調査(回 答166社)を補完すべ く引用された ものと想定 され る。 その調査結果
の1部 は次の通 りである(重複回答)。





この調査結果について次 のように結んでい る。 「この 調査に回答を寄せた会社 の大半の見解は,
これらの会社の第一義的 目的は数多 くの集団のベネフィッ トのために利益を獲得す るζとであ り,
これは各集 団の各権益に然 るべ き注意が払われ る場合にのみ達成 され うるであろ う,と い うもの
であった。株主の利益 の極大化が第一義的 目的であるとい うのは大半の見解でなか った。」(para.
4.28)
,『レポー ト』 はか ように企業 もかつ社会一般 ももはや所有主の利益の極大化を唯一の正当な企業
目的 とはみなしていないのであ り,し たが って分配可能利益は もはや唯一の,あ るいは第一級 の
業績指標 とは考えられえない と断定す るのである。言い換えれば,営 利企業は社会 の是認を もっ
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てのみ生き残 ることが可能であ り,それがために社会全体のベ ネフィッ トのために相異な る多様
な利害が如何に して調整されているかを示す情報 の開示に企業は関心を払 っているのであると考
えるのである。以上の ことから当然演繹され ることは,伝 統的財務報告観か らの離脱 と,そ れを
コ　
包摂した よ りプP一 ドな報告 システムの構想であ る。つま り,追加的情報(additionalinformation)
の開示 の必要性である。rレポー ト』は語 る。
「経済主体の多元的責任(mu}tipleresponsibilities)の遂行に関す る成否が測定され,か つそれ
に然 るべ き認識が与えられ るならば,か ような諸 目的の達成度に関す る情報が公表 され るぺ き
ことにな る。 こ うした多元的責任の遂行に関連す る情報が公表 され ることは情報利用者な らび
に報告主体に とって も右利であ る」(para4.32)。「当委員会が報告 され るべ きと考え る追加的
情報は報告主体の雇用政策,人 的資源の利用お よび祉会的効率性へ の貢献を明 らかにするであ
ろ う。た とえぽ,英 国では経済的業績の水準,イ ンフレーシ ョン,生 産性 と投資,な らびに資
本利益率に対 して度 々関心が表 明されている。 当委員会は,財 務報告書がこれ らのファクター
を認識 し,か つか ような事柄 についての判断 と比較を行な ううえで助け とならなければならな
い と考え るのである」(para.4.3 )。
『レポー ト』 は第4章 で上記の如 く,企 業 目的の変貌 とそれに伴 う会社報告 の 目的観の変容,つ
まり追加的業績指標 の必要性を説いて,最 後に総括して次の如 き結論を下す ので あ る。 「当委員
会は,伝 統的財務報告書の 目的に対する伝統的見解 の,現 在の状態 と立場に対する適合性を再検
討 して,営 利企業が多元的責任を迎え入れ る方向にあることに注 目し,そ こで分配 可能利益が も
はやか ような経済主体の会社報告書においては唯一 のないし第一義の業績指標では ない と結論す
る。 当委員会は新たな法律,そ して提案 され ている法律が従業員や一般大衆を含む増大す る数多
くの集団の情報へ の権利を認める方向へ と向いていることを認識す る。 当委員会は,す べ ての経
済主体 の会社報告書 のなかに追加的業績指標が必要なことを提案す るのである」(para.4.40)。
rレポー5』 は如何なる追加的情 報 ・計算書が必要であると考え るのか。 「すべての情報利用者
集団の情報 ニーズを満足させ る手段はいまだ利用可能 ではな く,会 社報告書 の形では おそら く利
の 　
用 で きな いか もしれ な い。 しか し なが ら,会 社 報 告書 は よ り包括 的 にな りうる と当委 員 会は信 じ
て お り,そ こで適 当な 場 合に は,会 社報 告 書は 現 在提 供 され てい る 計 算書(た とえぽ損益計算書,
貸借対照表,そ して将来は資金源泉運用表)に 加 え て(以 下の計算書 ・報告書を)含 むべ きで あ る と勧
告 す る」(para、6.4)。
(a)付加 価 値 計算 書(statementofvalueadded)
(b)雇用 報 告 書(employmentrep・rt)
(C)対政 府 貨幣取 引計 算書(statementofm・neyexchangeswithgovernment)
(d)外貨建取 引計 算書(statementoftransactionsinforeigncurrency)
(e)将来 予測 報告 書(statement・offutureProsPects)"
(f)会社 目的に 関す る報告 書(statementofcorporateobjectives)







いてのより精確な記述を含む筈である」(para.6.6)と述べ,そ れが移行期における第1歩 にす ぎ
ない と語 るのであ る。
か ように,rレポー ト』は 「誰が誰に何故に報告す るのか」 とい う自ら設定 した 問題 を現代企
業観あるいは企業 目的の 「変貌」 との文脈のなかで整理 し,現 代企業は社会に対 して 「多元的責
任」を負 う以上,多 様 な情報利用者の多面的な情報 ニーズを満足 させ るには会社報告書の拡張が
緊要であることを一貫 して主張す るのである。 とりわけ,付 加価値計算書は企業の社会に対す る
貢献あるいは経営業績を包括的に描写す る計算書 として期待され,し たが って迫加的計算書 のな
かで も最初に取 り上げ られ るに至るのである。そ こで,rレ ポー ト』 は付加価値計算書に対 して
具体的に何を期待 したのか,さ らに付加価値を どの ように概念化 したのか,そ の所見を明らかに
してお くことにす る。
rレポー ト』は付加価値計算書について,「企業 の努力のベネフ ィッ トが従業員,資本提供者,政
府お よび再投資の間に どの ように分配 されたかを表示し,経 済主体の経済的業績を利用老が評価
す るのを助けるであろ う」(para.5.5)とその意義 をまず規定 している。 このベネフ ィッ トが付加
価値であ り,そ れは 「報告主体 自身お よび従業員の努力によって,報 告主体が創造す ることので
きた富」(para.6。7)である。付加価値の測定方法については 詳述 されておらず,単 に 「売上高マ
イナス買入材料'サ ー ビス」(para.6.7)として説明されているにす ぎない。『レポー ト』・は 「こ
の(付 加価値)概 念は新 しい ものでもない し,ま た独創的な ものでもない」(para.6.11)と控え 目
に主張しているが,個 別資本によって 「付加された価値」を独立した計算書のなかに測定 ・表示
㈹
して公開す るとい う思考は,ラ ザ フォー ドが指摘しているように,斬 新な ものであるといって よ
いか もしれない。rレポー ト』は 「会社報告書の1部 として,し かも重要な位置 のなかに,最 低
限以下の情報を盛 り込 んだ付加価値計算書を掲載す るよう勧告す る」(para.6.9)と述べて,付加







第1表 はrレ ポー ト』が以上の点を踏 まえて提示 した付加価値計算書の1例 である。 そこから明
らか なよ うに,rレポー ト』は減価償却費を 「買入 コス ト」 の一部 として処理せず,付 加価値の
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分配項 目として扱 う,つ まり粗付加価値概念を支持する。 また,法 律および古典的企業財務論は
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れてい る。したが って,後 者は除去に よって算 出され よう」 と語 り,付加価値計算書に よって開
示 される情報内容の斬新性を否定 してい る(このラザフォー ドの意見は会社法改正以前に開陳されたも
のであり・1985年会社法のもとでは支払形態別に費用を分解した損益計算書においてかかる2つの情報が表
⑳
示される)。したがって,か か る形態の付加価値計算書は 「新 しい風景(newscenery)ではな くむ
しろ新鮮 な全体像(freshperspective)を提供する」計算書 として規定し うるのであ る。 それ では
何故に 「新鮮 な全体像」 の表示 ・報告が必要なのであろ うか。 『レポー ト』は この 点に関説 して
次のよ うに語 っている。 「利益 の意味と重要性が広 く誤解 されてい るとい う証拠がある。(中略)
当委員会は,利 益は如何なる市場経済においても不可欠な部分であ り,し たがって利益 の積極的
・創造的機能が明確に認識 されかつ示され るべ きであるとい う主張を受け入れる。 しかし,利 益
は付加価値の一部にす ぎず,付 加価値か ら賃金,配 当金 と利子,税 金お よび新規投資のための資
　 　
金が生来しなければならない のである。各 々の相互依存性は付加価値計算書に よりより明確 とな
る」(para.6.8)。また,『レポー ト』は,「利益を資本,経 営者な らびに従業員に よる集団的努 力
(c・llectiveeff・rt)としての企業についての適切 な全体像へ と表現し直すため の最 も簡単で 直載的
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方法は付加価値計算書の表示に よる」(para.6.7)と主張する。
か よ うに,rレポー ト』は利益の積極的 ・創造的意義な い し機能を認 めるが,伝 統的損益会計
において測定 され る利益に対 してはかかる機能を期待 しえない こと,それに代 って 「集団的努力」
としての成果=付 加価値 こそが 「多元的責任」を遂行す る現代企業にふさわ しい 「利益」概 念で
あ ることを示唆す るのであ る。そして,か ような意味 での 「利益」の分配関係が付加価値計算書
において表示 され ることを期待 した のである。付加価値計算書は まさにrレ ポー ト』 の企業観を
もっとも鮮やかに反映した形態の計算書であると捉えることがで きるのであ る。つ ま り,それは
企業 が数多 くの利害を異にする関係者に よって,な らびに彼らのベネフ ィッ トのために管理運営
され るとい う情況を表示す る計算書 として理解 されてい るのであ る。T.A.リー (ThomasA.Lee)
は付加価値計算書を 「協調的努力(c…perativeeff・rt)としての企業におけ る利益 の稼得,な らび
に……エンテnテ ィ ・アプ ローチを適用した利益報告に関する損益計算書の拡張(extensi・n)」と
規定したが,そ れは正鵠 であ るといえ よう。[i'レポ ー ト』 が付加価値計算書の公開に期待 したの
は労資(使)問 の非和解的 ・敵対的関 係 の 「払拭」,多様な企業関係者間の和解的 ・協調的関係
の育成 ・発展 であ り,それ故に こそ付加価値計算書は損益計算書やそ の他 の財務表に よって与 え
られた情報を配列し直 したにす ぎない,あ るいは利益数値に重点を置かない よ うにするための化
粧用 の道具立にす ぎない とい う批評があるに も拘 らず,rレ ポー ト』はそ の 公 開を提案 したので
はなかろ うか と考えられ るのである。 この点はモーレ イの所説を検討す ることに よって一層明確
に なる筈であ る。
さて,rレポー ト』 で示 された付加価値の測定方法は著し く単純であ り,さ らに付加価値の分
配項 目たる人件費や税金の範囲についてなんら特定 されていない等,数多 くの問題がrレ ポー ト』
では残 されたのである。Bコ ックス(BernardCox)は,rレポー ト』が
(1)買入材料 ・サー ビスの定義,
一(2)間接費の処理,製 品 ・仕掛品の変動の処理,
③ 従業員に対する支払額はその会計期間に従業員に支出された額か,そ れ ともその期の売上高
に関連す る額か,
(4)地方税や動力費の如 き コス トの処理法,
(5)関連会社の営業成果,営 業外損益項 目,臨 時的損益項 目の表示方法,
⑳
に関して何 も明らかにしていない と批判す る。 コヅクスの批判は基本的に付加価値計算書を企業
の管理 目的 として利用す る立場に立脚して展開された ものであ り,し たがって彼はrレ ポー ト』⑳
が提 案 した付 加価 値 計算 書 をr稼 得 高 とそ の分配 の計 算書 』(Statement・fEarningsandtheirDis
trjbution)と極 め付け るの で あ る。 これは 別 に して,コ ックスに 代 表 され て提 起 され た諸 問 題 は,




1977年1こ英国通産省に よって発表 された討議資料r会 式報告 書 の将来』(以下r将来』と略記)
は正味14ペー ジの小冊子にす ぎないが,政 府が直接会社報告書の将来の方向性を論 じた もの とし
て注 昌され るぺ きで ものであ った。r将 来』 はまず,1973年に刊行 された英 国産業連盟の報告書
r英国公 開会社 の責任』 ならびに77年に発表 され たr産 業民主主義調i査委員会報告書』(通称ブロ




会計ディスクロージ ャーの拡張を説 くのである。 すなわち,「会社のより広範な責任を認めるこ
　 ロ
とは,会 社報告書 および計算書類の内容が会社取締役の より広範 な会計責任を反映 し,… …株主
以外の人 々の利益を もカ 〈ー一一するよ う拡大 され るべきである とい う提案へ と導いた」(para.2,ヵ
ッコ内はr将来』からの引用箇所を示す。以下同)。か ような理論の組み立てはrレ ポー ト』 と基本的
に同じであ り,し たが って 「デ ィス クロージャー拡大の必要性の考察にたいす る1つ の重要な貢
献は……会計基準制定委員会(ASSC)によって発表された討議資料 『コーポレー ト・レポー ト』
のなかで会計専門家に より付与 された」(phra.2)と,rレポー ト』 を高 く評価する態度へ と導 く
ことにな るのである。r将来』 は以上 の如 き観点に立脚 して会社報告書 の 現状,会 社報告書の将
来 の進路を論 じ,続 いて会社報告書にたいす る一般的 アプローチと新しい開示要請の導入方法を
取 り上げたのである。
r将来』 は会社報告書の現状のなかで,会 社法に より会社取締役が決算報告書の作成 と株主総会
へ の提出を要請されていること,決 算報告書の形式 と内容は会計基準によ り一般に規定 されてい
ることを述べたあと,「政府が会社報告書 と計算書類 の形式 ・内容を検討する時機にな ってい る
理 由が数多 くある。……会社 の責任 と会計責任の拡大についての議論が1つ であ る。加えて,会
社に よる財務報告に関連 した法律上 の要請 が,少 な くとも比較的大規模な会社に とって,も はや
適切でない ことが明白にな ってきた。上場会社は会社法に よって要請された以上の多 くの情報を
提供しなければならない し,そ してあるい くつかの領域では,立 法によって開示 され るよう要請
され ていない事柄を カバーす るために会計基準が展開 されて きた。 さらに,1967年会社法附則第
1条に よって修正 された よ うに,48年会社法附則第8条 に示された,会 社計算書類 の内容を改訂
す ることも必要であろ う。 そして,近 い将来採択 され るか もしれないEC第4次 指令を会社計算
書類に適用 し,し か も時価主義会計 の導入を劃酌 して形式 と会計処理方法に関する法律を導入す
ることが必要であろ う。」(p・ra.5)と語 った。かよ うに,r将来』は現状の分析結果を述べて,現
状 の財務報告が企業の性格変化 とそれに伴 う会計責任の拡大に照 らして不十分であると捉え,政
府が財務報告会計の形式 ・内容に関す る将来の在 り方 に携わるべ き時機が到来した ことを表明し
た のである。
次いで,r将来』 は第3節 で 「会社報告書における追加的開示に関す る提 案」tc踏み 込ん でい
くが,か かる提案は大規模会社を念頭 において考察された ものであ り,具 体的には従業員500人




デ ィスクロージャーの拡張に際しては 「数多 くの基準が適用されることが必要であり」,そのな
かでも 「最 も重要な基準は会社に直接利害をもつ人々が会社全体または会社の重要部分の業況に
　 コ
ついてよ りよき理解 を得 るように,明 らかに公表(publicati。n)が助け るか ど うかである」(para,
8)と語 り,追 加的開示の在 り方ない し方向を外部利用者の意思決定の観点か ら把握す る こ との
必要性を訴えるのである。 そこでは明示的に具体的諸基準を挙げていないが,上 記の言葉から有
用性,理 解可能性,正 確性,適 時性な どがと くに尊重 され るぺ き基 準として想定 され てい ること
は明白であろ う。r将来』 はその結論部分において,デ ィス クロージ ャー拡張の観点に 関 して,
次の如 き意見を開陳 している。 「新 しい または強化 されたデ ィスクロージ ャーの要請に 関 す る多
の 　
様な提案は……会社 の より幅広い責任 と関心を反映 し,し か も株主や債権者の財務的利害に関心
を集中 させた伝統的ア プローチよ りもむ しろこれ らを満足 させる うえでの取締 役のパフ ォーマン
スを反映すべ き会社報告書 ・計算書類についての整合的な構造 の展 開のためになし うる貢献 とい
う観点から も考察され る必要があ る」(para.55)と。
だが同時に,r将来』 は,「開示 され るべ き情報量を制限す るよ うな他の配慮 もあ る。つ ま り,
情報は既に利用可能か,あ るいは情報を収集し,表 示する コス トが途方 もな く高いか,競 業老に
価値あ る情報を開示す る危険があ るか」(para.8)と主張 し,追 加的開示を情報作成上 の コス ト
と秘 密性の側面から制限す ることが肝要であ るとい う見解 も示しているのであ る。われわれは こ
こにデ ィスクロージ ャーの拡張 ・充実に関す る1つ の深刻な相剋と同時に,資 本主義的企業会計
におけ る1つ の特徴を見い出す ことがで きるのである。
r将来』は以上 の点を踏 まえて4節 以下で会社報告書が将来盛 り込むべ き16の計算書ない し報告









資金計算書,短 期借入金,リ ース契約,年 金基金へ の義務関係を カパーし,ま た外貨建取引
の明細を示す計算書。
コ ロ
旬 事業種類別な らびに営業活動の地域別の会社活動についてのよ り詳細な区分表示
(v)国際取引計算書
輸出入 を示す計算書。
さちに,r将来』は,「政府は会社 が研究開発費総額 とエネルギー使用量を計算書類に開示すべ き
か否 か,会 社が将来予測報告書(・statem・nt・ffuturepr・・pect・)を公表す るよ う求め る一般的要 ・
'
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請に服すべ きかど うか,さ らに今後考察す る意志を もっている」 と語 って,'将来 デ ィス クロージ
ャーが よ り一層拡大 され る可能性 があ ることを示唆 したのであ る。
以上が 『将来』 の概要であ るが,付 加価値計算書の公開は ここにおいても 「財務情報へ の有用
な追加」(para。13)として,ま ず最初に取 り上げ られているのであ り,し か も 「政府は会社が付
加価値計算書を公表す るよう立法的要請が必要であ ると結論 した」(para.16)と語 り,当 該計算
書公 開の強制的制度化の必要性を訴えたのであ る。 しかし,r将来』 は付加価値計算書に つ いて
1ページ程度しか言及してお らず,そ の詳細な内容を知 ることは できないが,基 本的な考え方は
rレポー ト』 と同じである とい って よいであ ろう。
『将来』は付加価値の意味を売上高 との関連で次の ように説明してい る。「会社 の売 上 高 は,一
部は他の人 々の労働の成果,す なわち当該会社が外部か ら購入 した原材料,製 品および用役であ
り,一 部はその会社の労働者の努力ならびに物的 ・財務的資産 の利用の成果である。 この後者の
部分はその会社 によって付加された価値 であ り,そ れ故に売上高マイナス外部から購入された財
貨 ・用役 として表現され うる」(para.13)。tつま り,付 加価値 は一企業に おけ る労働 と資 本 の共
同成果 として理解 され,そ れは売上収益か ら買入財貨 ・用役の消費額を控除す ることに よって算
定 されると解釈 されているのであ る。 これはrレ ポー ト』 と同一 の解釈であ る。続いて,付 加価
値分配の表示に言及 して,次 のよ うに語 っている。 「付加価値を確認したのち,次 に重要なのは,
付加価値が,従 業員にたい して賃金 の支払,資 本 を提供した人 々にたい して株式資本への配当金,
借入資本にたいして利子,政 府にたいしては税金,そ して企業内に留保 された残余を表示す るこ
とに よって,い かに分配されたかを示す ことである」(para.14)。付加価値は労資(使)共 同の企
業成果 として定義 され たが,こ の成果が労働者 と資本提供者以外 の機 関,す なわ ち政府 と企業そ
れ 自体へ何故に分配され る必要があ るのか,そ の論拠は残念ながら示 されてい な い の で あ る。
E将来』 においては,付 加価値が上記のいわば企業関係者へ分配 され ることがあたか も自明であ
るかの如 く記述されているのであ る。
『将来』は最後に,付 加価値報告会計について,時 価評価に よる計算 ・表示を含めて,付 加価値
計算書の作成方法 と内容に関 して今後明確に され るべき問題点 が数多 く存在す ることを指摘し,















り良 きコー スは,損 益 計算 書 で採 用 され てい る よ うに,支 出の タ イ プご との通 常 の分 解 に従 い,
これ に基 づ いて付 加 価値 計算 書 が作 成 され る よ う要 請 す る こ とであ る と考 え られ る」(pa「a.、17)。
以上,r将 来』 に おけ る,付 加 価値 計 算書 公 開 の必要 性,付 加 価値 の定 義 な ら び に 付 加価 値 報
告 会計 を め ぐる諸 問題 に関 してそ の要 旨を述 ぺた が,既 に 明 らか な よ うに 付 加価 値報 告 会計 に 対
す る基本 的姿 勢はrレ ポー ト』 と殆 ど変 ってい る ところは な い。強 い てr将 来』 の特 徴 点 を指 摘
す れ ば,そ れ が付 加 価値計 算 書 の作成 ・公 開の 法制 化 ない しそ の必要 性 を説 いた こ とであ ろ う。

























































































































































告書r公 表会計書類の調i査』1980年度版において,「 殆 どの会社に よって採用 された表示を示す
㈱
ものである」 と指摘 された計算書様式である。 これを第1表 と比較すれば,公 開 され てきた付加
価値計算書の様式ならびにそこに盛 られ る デー タはrレ ポー ト』(したがってまたr将来』)におい
て提案された ものと基本的に同一である ことを知 ることができる。 このことは い うまでもな く,
付加価値計算書がrレ ポー5』 に準拠 しつつ作成 されていることを意味 しているのである。 これ
に対 して・第3表 は上記の調査報告書のなか で,「損益計算書 と結合 された付加価値計算書の例
であり,この縮 鞭 臨 ける新し魂 鯉 示すという鰍 で注目酬 す2」と評価された例で
ある。したがって,かかる型の付加価値計算書は1980年代初頭には例外的といってよく,大半は
独立の計算書として年次報告書のなかに含められて公開されているのである。











モー レイはまず付加価値概念 を次の如 く捉え る。「付加価値はパ フ ォーマンスの1つ の尺度で
あ り,そ れは一期間中に一企業実体に よって創造された富を報告する。報告 され る創造 された富
は販売 ・営業活動 の成果であ り,付 加価値はキ ャピタル ・ゲ イソに よ って は 影 響 され な い 。」
〔(para、1.3)一カッコ内はモ ・ーVaの著書r付加価値計算書』(TheVatueAddedStatement:Ar⑳W
OfitsttseincorPoraterePorts)からの引用箇所を示し,以下同じである〕。彼の理解 によれば企業の付
加価値は 「一企業実体に よって創造 された富」に相当す るのであ る。 この 「創造 された富」は,
具体的には,一 企業実体の期間売上高か ら,他 企業 より購入 され,消 費された財 ・サー ビスを控
除 した額に等しい(para.1.4)。
かかる付加価値概念はそれ 自体別段斬新な ものではない。 モー レイが付加価値概念を規定する
にあたって特に特徴 的と考 えられ るのは,企 業を 「協調す るチーム」(co・operatingtea皿)として
解釈し,付 加価値をこの 「チーム」の 「協調的努力」(co'operativeeff・rts)によって形成 された富
と把握す る(para.1.5)ところにあるとい ってよい。付加{面値が伝統的損益計算 シ ス テムの もと
で測定 ・表示され る利益に比べ て重要性を帯び るのは,ま さにかかる企業観に もとついているの
であ る。 彼は81年の論文のなかで,付 加価値報告 と企業観(企業 目的)の 変貌 との関連にふれ て,
何故に利益報 告に代 って付加価値報告なのか,そ の理 由をかな り断定的に主張 してい る。
「2・30年前,会 社の 目的は利潤の極大化だけであ り,か くして会社報告書の 目的は株主,そ し
ておそ ら く債権者に情報を与え ることであった。しか し,今 や利潤極大化 とい う目的 によって
のみ(す なわち,従業員,顧客,地域住民等の福利を完全に等閑視して)管理 され る会社は殆 どな く,
おそら く株主の福利のあ くな き追求,他 の会社関係者あ犠牲を敢て公に認 めるものは唯一人 と
していないであろ う。
そこで,会 社の 目的が多様で,株 主集団だけでな く,数 個の集団の福利に関係 してい ると仮
定しよ う。 さらに,会 社報告書 の目的は これら数種の集団に情報を提供す ることであ り,単 に
株主だけ ではない と想定 しよう。 そ うする と,損 益計算書は会社報告書に とってかな り貧弱な
センター ピースに見えは じめ る。 とい うのは,そ れは まさに株主の福利を報告す る傾 向にある,
か らである。それ故,会 社 との関係が株主 として以外に生 じる諸個人に とってその重要性が限
定され るのである。従業員に損益計算書を提供することは,内 科医がある患者に他の患者の健
康 に関する報告を与えることと同様に,不 適切である。その患者は 自分 自身の 健 康 に つ い て








ものであ る。すなわち,株 主は さほ ど強力ではな くな ったが,政 府 と組織化された労働者が より
強 力になった ことである。かか る変化は数十年に亙って進行して きたが,そ れは会社 目的に関す
る大多数の意見を反映 している。」(para.1.7)と語 り,企 業観(会 社目的)の 「変容」を拠 り所に,
付加価値報告会計の現代的意義を繰 り返 し力説す る。
それでは,企 業 とい う 「協調す るチーム」を構成す る者は誰か,あ るいは数種の会社 関係者 集
団 とは具体的に誰か。 モー レイはこれについて,ESヘ ンNリ クセ ン(Eld。nS.Hendriksen)が
提起 した 「誰が会社利益の受領者であるか」 とい う問題を持ち出して,次 の ように述ぺ ている。






杣 すぺ ての資金お よび労働力の提供者 と政府
⑰ すぺての資金 ・労働力の提供者,政 府 ならびに財 ・サー ビスの供給者
われわれは,r誰が利益 の受領者であるか』 とい う問を,上 記の㈲一 すべての株主一 を用
いることに よって答える ことができよう。かか る答を与えるのは,現 行の実務において,会 社
のr所 得』 または利益が株主のために稼得 された利益を意味す るか らであ る。 しかしながら,
付加価値計算書は㈹の方法を選択す る。付加価値計算書は資金 ・労働力のすべての提供老 と政
府を所得の受領老 とみなす。 この場合,r所 得』は これ ら受領者 グループに よって付加 された
価値 または創造 された価値の ことである。
……われわれは,損 益計算書においてはエ ンテ ィテ ィが株主 の観点か ら考え られ てい ること
を知 ることができよう。 アカウン タン トは株主 のために行動 し,株 主を受益者 とみな し,株 主
の福利(す なわち利益)を 報告す るのである。だが,付 加価値計算書において,ア カウン タン ト
ロ の
は エンテ ィテ ィを より大きな受益者集団とみなす。彼は一チームに とっての得点の記録係 であ
タひ
り,より小 さな,セクシ ョナルな利害者集団にとっての記録係ではないのであ る」(para.1.7,1.8)。
か よ うに,モ ー レ イは企業を株主,他 人資本提供者,従 業員(労 働者)な ら び に 政府 の4つ の
構成員から成 る 「チーム」(しかも 「協調するチーム」)として観念す るのであ る。 そ して,か かる
観念を出立点 として彼の付加価値報告会計論を展開す るのであ る。 この企業観を基礎に?利 益は
「チーム」構成員の 「協調的努力」,あるいは彼 らの 「所得」を到底表現しえない として,損 益会
計が後景に退けられ,そ れに代 って 「協調的努力」の成果 を表現し うる数値 こそが付加価値であ
(219)英 国の付加価値報告会計について85
ること,つまり付加価値計算書こそが現代の企業観,あ るいは企業を取 り巻 く諸々の受益者集団
にとって不可欠であることが高調されるのである。われわれはそこに,資本主義的生産関係に固
















経営老の義務 とアカウンタビリテ4が株主や債権者だけでな く,相互に依存し合 う価値のすべ
ての付加者にあることを意味する」(para.3.1)。
既に明らかなように,そ こに展開され てい る議論は,付 加価値計算書の公開を通しての従業員












排除され,し たがって会社の目標達成に力を貸すような立場に自分を置 く気には殆 どなれない
であろう」。
ここに至ると,もはや敷術の必要がないほど,モーレイによって主張された付加価値報告の真
の意味は明白である。それは従業員(労働者)の富を創造する 「チーム」 における 「責任ある参
86il明 大商学論叢』第69巻第3・4号(1987年2月)(220)
加者意識」・企業 との 「一体感」を昂揚 し,労資(使)間 の和解的 ・協調的関係を維持 ・強化す る
ための一積秤 として位置づけ られてい るのである。
モーレ イは付加価値計算書の第2の 利点 として,付 加価値を基礎 とす る生産性計画,と くにボ
ーナス生産性計画の導入がそれに よって促進 され,そ れを媒介に労働 コス ト1ポン ド当 りの高付
加価値が達成 され るよう刺激 とな ることを挙げてい る(para.3.3)。さらに,第3の 利点 として指
摘 しているのは,労 働分配率 とその趨勢に注意を 向けさせる ことである。彼は英国の労働分配率
が他の産業国に比較 して著 し く高い とい う事実が,伝 統的な損益計算書においては明らかになら
ない とい う不満を漏 らす のであ る。「一般に,英 国の諸会社の労働分配率は過去2・30年間に亙 り















2.付 加価 値計算書の構造 とその作成上の諸問題
(1)付加価値計算書の構造 とその意味
第4表 と5表 は,モ ー レ イが損益計算書 との対比で,付 加価値計算書構造の特徴 を説明す るた
めに例示 した2つ の計算書であ る。付加価値計算書は第4表 の損益計算書を基礎に作成されてい
る。両計算書の相互関係あるいは相達を簡潔に理解す るために,一 期間におけ る留保利益を売上
取益からすべ ての費用,配 当金,税 金を控除した後 の残額 として定義すれば,次 の如 き等式が成
立す る。
R==S-B-1)eP-w-1-Div-T(1)'
ここで,Rは 留保利益,8は 売上高,Bは 買入材料 ・サービスの費 消額,D珍 は減価償却費,W





第4表 伝 統 的 損 益 計 算 書(単 位・ポンド)
87
売 上 高


















































減 価 償 却 費20
留 保 利 益1838
(粗)付 加 価 値190
S-B==W十1十1)iv十T→-Z)eP十R『(3)
(2)式の両辺はい うまで もな く純付加価値に,(3)式のそれは粗付加価値に等 しい。(1)式を(2)式と(3)
式のいずれにアレンジすべ きかは,英 国で激しい論争の対象 とな ってきてお り,モ ー レ イは純付
加価値を報告され るべ き付加価値概念 として措定す るが,こ の点に関 しては後述す る。付加価値
計算書の構造は,純 付加価値であれ,粗 付加価値であれ,両 式の左辺がその上部区分,右 辺がそ
の下部区分に該当す るのであ る。
さて,第5表 の付加価値計算書をモー レイ流に読めば,次 の ようになる。 「われわれはこの付
加価値計算書を読む と,こ の会社が180ポン ドの材料 ・サー ビスを購入 し,そ して労働 と 資 本を
使用 して370ポン ドで販売 されたア ウ トプ ッ トへ これ らを転形 した ことを知 る。 このエ ンテ ィテ
ィに よって創造 された超過の富,す なわ ち粗付加価値はそれ故 に190ポン ドの差額に等しい。 付
加価値計算書はかか る価値の創造を報告 した後,当 該会社の取締役会がチーム内の相異なる諸 々
の権利要 求者(claimants)をどの ように仲裁 したか,そ して各要 求老 グループが取得 した付加価
値の分配額を報告す るのであ る」(para.1.6)。
上記の引用 した言葉から既に明白であるが,付 加価値計算書 の上部 区分で算定 ・表 示 され る
「創造された富」は,労 働者 と資本提供者 ξの協同の,相 互依存的努力から生 じるのである。 政
88r明 大商学論叢』第69巻第3・4号(1987年2月)(222)
府は 「チーム」構成員 とはい っても,付加価値 の創造に参加しないのであ る。 この点 に 「チーム」
概念を基底的前提 とした彼の付加価値報告会計論の問題が横たわ っているのであ る。 モー レ イ自
身 も付加価値計算書の構造上,上 記の如き 「チーム」概念化には不 自然さ,不 合理性が存在す る
ことを認めてお り,政府が 「チーム」構成員た りうるか 自問して,次 のように語 ってい る。「……
政府 はチー ムの構成員であるか。理論的 レベルでは,政 府 は合 目的的経済生活に とって不可欠な
法 ・秩序 の機構を準備 し,よ り実践的レベルでは同じ く重要 な道路,橋 梁,衛 生設備等の経済的
恒久設備を提供す る。 しかしそれに も拘 らず,政 府は他のチーム構 成員に比べて奇妙 な仲間であ
る。それは招か ざる客であ り,意思決定に何の役割 も果 さないし,そ れのベネフ ィ ッ ト(支払わ
れた税金)は チー ム構成員 としての政府に よってなされた貢献に比例的 とい うよりも利益 に 比例
的であ る」(para.4.2)。
さらに,減 価償却費 プラス留保利益に関しても同様に 自ら問題を提起して,「チー ム」 概念に
無理があることを告白す る。rr資産の維持 ・拡張に充当』 とい う項 目は減価償却費 と内部留保を
包括す るが,こ れ らはチーム構成員た りうるか。内部留保は普通株主 にr帰 属』す るのであるか
ら,そ れはチーム構成員であると言えるか もしれない。そ うであれば,普 通株主は付加価値計算
書のなかにチー ム構成員 として二度登場す ることにな る。そして如何なる場合でも,減 価償却費
はチーム全体に よって運転された固定資産の価値減少に対す る準備 であ るか ら,如 何な るチーム
構成員に もr帰 属』しないのである。要す るた,rチーム』 とい うアイデ ィアは,ベ ネ フ ィッ ト
が分配 され るときに,付 加価値計算書のフレームワー クを構築す るべ く無理 に解釈されねばなら
ないのであ る」(para.4.3)。
結局,モ ー レ イに とって,企 業 の 「チーム」概念化 は 「チーム」構成員の協調的努力に より付
加された価値を説 明す るためではな く,む しろ付加価値計算書におけ る分配関係 の表示 を論理化
す るための道具立てとしての意味を もつ ものと把握す ることができるのであ る。だが,「チーム」
概念のもつ意味はそれだけではない。 モー レ イは81年の論文において,自 動車産業 の親子会社 を
例に と り,付 加価値会計は 自動車部品 メー カーであ る子会社 を何故に 「チーム」構成者 とみなさ
ないのか,とい う当然生まれ る疑義に答えた なかで,何故に従業員,資本提供者,政 府を 「チーム」
構成員 として扱 うべ きであ るか とい うことに関連 して,次 の如き見解 を開陳してい る。「従業員,
資本提供者,政 府 の回 りに引かれ る囲い線はそれ らの福祉のために相当程度相互依存性を もった









な情報を提供するものではないとい うものである。Rル イスとD.ペン ドリルは,「かかる理由
(223)英 国の付加価値報告会計につ、・て89
のため,数多 くの人々は付加価値計算書を,利益数値に重点を置かないようにするための化粧用
(c・smetic)の道具立 てにす ぎない と考 えている」 と述ぺ てお り,ま たD:フ ァニングとM.ペ ン
ドルベ リィに よれば,「だいたい主要会社の5分 の1が か ような計算書を作成して お り,そ うす
るのは政治的ないし化粧用の必要{生一 付加価値計算書は付加価値の極めて大きな割合が従業員
と国家に支 出されていることを浮 き彫 りにする うえで有効な方法を提供す る一 のためであると
伽
主張されてきた」のである。付加価値計算書が表示す るデー タが損益計算書のそれ と殆 ど変わ ら
ないことは,第4表 と5表 を比較対照すれば明らかであ り,第2表 と3表 の実例を概観 しても明
瞭である。
モー レ イはある計算書が付加価値計算書 としてみなされ うるか否か となるメル クマールは,買
入項 目が売上高か ら控除 され る形式で表示 されているか どうかであ り,「もし そ うでなければ,
売上取益 を買入 コス ト(b・ught・ins),賃金,利 子等へ分割表示した計算書にす ぎない」(para.1.10)
とい う。 この点に付加価値計算書の構造上の特徴があるわけである。 しか し,そ れにして も,他
の計算書類 で既 に開示 された情報 を単に配列し直した ものにす ぎない計算書が何故に公開され,
かつそれが奨励 され るのであろうか とい う疑問は払拭 されない。 モー レイは付加価値の測定が損
益計算上で適用 され る諸 々の基準に準拠 して行なわれ,し たがって付加価値計算書が損益計算書
の1つ の修正 された形態であることを認めた うえで,上 記の如 き疑問に答えて い う。 「付加価値"
計算書は,内 容的に損益計算書 と変 った ものである とい うよりも,む しろ重点の変化をもたらす








ものよ りより広汎な責任を負 うとい うメッセージを意味す るからである」(para.4.25)。
モー レイは,メ ッセージの内容が同一であっても,そ の伝達方法 を変えることで メッセージの
受け手,つ まり会社報告書の利用老の,企 業 に対す る態度 と行動上 の変化を及ぼしうることを説
き,か つそれを強 く期待してい るのである。彼に とってかか る期待は,付 加価値計算書が会社取
締役の より広汎な会社責任を反映 した計算書 であるが故に,確 実 なことであると映るのである。
この態度あるいは行動上の変化を期待す る会社関係者は,既 に前項 で繰 り返し言及した ことか ら,
と くに従業員(労 働者)で あ ることは容易に察知できる筈であ る。
(2)付加価値計算書の上部区分
付加価値計算書の上部は売上高から出発 し,次 いで買入項 目を控除す ることに よって,企 業 と
い う 「チーム」 の各構成員への分配原資を確定す るわけであ るか ら,こ の2つ の主要項 目の認識
・測定は付加価値報告会計においてなに よりも閑却できない課題である。 さらに,売 上高以外の,
非営業的活動を源泉 とす る取益(n。n・tradingcredits)4まかの分配原資を構成し うる のか否か,こ
〆
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れ はモー レイの ように付加価値計算書を年次報告書に掲載すべきことを強 く推奨す る立場にある
場合,損 益計算書 との整合性を考慮すれば,と りわけ重要 な問題 として浮かび上 がってこざるを
えない。
(i>売上高
付加価値計算書が売上高か ら出発することに対しては度 々強い批判が加え られ てい るが,モ ー
レ イは,た とえばその年度に達成 された生産価値を報告す ることは,手 許の完成 品 と仕掛 品の増
大を売却価 格で評価す ることを強制することにな り,慎 重性,客 観性の諸概念に反す ることにな
るとして退け る(para.6.2)。つ まり,資 本主義経済が市場経済であ る以上,生 産額を ス トレ ー
トに売上高 と等置す ることができない ことを最大 の論拠 として,前 者の数値か ら出発す ることを
拒否するのである。売上数値は損益計算書に表示 され るそれ と同一 であ り,当 然損益計算上適用
され る諸原則を基準 として認識 ・測定 され るのであ る。
なお,モ ーレ イは 自家用のために建設 された資産,現 物 に よ る報酬お よび付加価値税(v・lu・
addedtax)に関 し,こ れ らを売上高 との関連において どの よ うに処理すべ きかに言及している。
まず,自 家用のために生産 された資産の処理法について,(a)当該有形固定資産の原価額 を売上勘
定に貸記す るとともに,そ れの製作に要 した材料,賃 金 ・給料等 を各 々買入材料,従 業 員賃金 ・
給料等の項 目に原価 で追加計上す る,(b)当該 有形固定資産 に関して発生した コス トを買入材料,
従業員賃金 ・給料等の関連項 日か ら控除す る,と い う代替法を挙げてい る(para.6.3)。モーレ イ
は,(a)の処理法は新しい資産の生産のために労働者の努力に よって創造 きれた富を反映す るとい
う点で,よ り優れてい ると考え る。現物に よる報酬,た とえぽ 自社 製品の従業員への無料提供に
ついては,理 論的には提供した製品価値額だけ売上高に加算 し,そ れに対応 して付加価値計算書
の下部区分に従業員に対す るフ リンジ ・ベ ネフ ィッ トに加え ることが正 しい処理法であるとし,
その根拠 として,生 産された価値が反映され ること,したが って報告され るべ き付加 価 値 を 「真
実」 な価値た らしめ ることをあげている(para.6.5)。
付加価値税 に関しては,SSAP(StatementsofStandardAccountingPractice)第5号`Accounting
og
forvalueaddedtax'の一般原則に準拠すべ きであ り,し たが って売上高は付加価値税控除後の
数値 として報告 され る(para.6,6)。
(ii)非営業活動を源泉 とす る取益の処理
『レポー ト』は売上取益以外に実現 した取益,す なわち受取賃借料,投 資利子,臨 時的利得等の
非営業活動を源泉 とす る取益の処理に言及 していなか ったが,モ ー レイは これ らの項 目について
かな り詳細な分析を加えている。 まず考え られ る可能な方法 として,次 の4つ の代替案が列挙 さ
れ てい る(Para.6.5)。
(a)すでにある項 目に吸取 同化す る方法。た とえば,売 上高に算入す るか,あ るいは買入項 目
から控除す る 〔以下,(a)法と略記す る〕。
(b)付加価値の追加分 として分離表示す る方法 〔以下,(b)法と略記す る〕。
(c)付加価値計算書の下部区分に,付 加価値分配か らの控除項 目として分離表示す る方法 〔以
(225)英 国の付加価値報告会計について91
下,(c)法と略記す る〕。
{d)付加価値計算書からすぺ て除外す る方法。 この場合には,付 加価値計算書に計上 された留
保利益が損益計算書の数値 と何故に一致 しないのか,そ の理 由を示す調整表の作成 が必要に
な る。
第6表 は,非 営業活動を源泉 とす る収益を付加価値計算書に組み入れ る(a)から(c)までの処理法
に もとつ く計算書を示す。(ロ)と8は上記の(a)法,(司は(b)法f岡は(c)法に該当す る。非営業活動を
源泉 とす る収益は5と 仮定す る。英国で広 く採用 されている処理法は(a)と(b)であ り,モー レ イは
前者について,非 営業活動を源泉 とす る収益が重要 でないか,ま たは買入項 目と妥当な関連性を
、
第6表 非営業活動を源泉とする収益の代替的処理法
伺鷺 璃{ロ鷲 黍目嘩 鞠 子ll鮒加価値に加算ll㈱期 繁 霞醐
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ている。まず,原材料の投機的仕入から発生した1回限 りのものであれば,買入 コス トに吸収さ
れるか,あ るいは重要な場合には独立に分離して開示され る。臨時的利益が実現した資本的利益
抑
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的に説明不可能 である といわねぽならないであろ う。それはせいぜい損益計算書 との整合性を図
るためか,あ るいは 「チーム」構成員間へ の分 配可能原資を計算 ・表示す るための操作に過 ぎな
いのである。
⑪)買 入材料 ・サー ビス
買入材料 ・サー ビスは他 の企業実体の アウ トプッ トの うち費消 された コス トを売上取益から控
除す るために使用され る項 目であ り,い うまで もな く支出された買入 コス トではな く,発 生 した
買入 コス トのみを含む。 そ こには費消された原材料 ・補助材料 ・買入部品 ・消耗工具備品,燃 料
費,関 税 ・物品税等が計上される。 買入材料 ・サー ビス項 目は,実 務上他の場所に分類す るのが
困難で厄介な項 目(たとえば臨時的損失,外国為替損失)が すべ てここに押し込め られ るた め,「掃
きだめ」(sink)とも呼称 され るのであ る(para.6.11)。ま た,そ れは実務上通常 「残余数値」 と
して算定 され る。付加価値計算書を作成す る場合,ま ず買入 コス トを除 く他 のすべ ての項 目とそ
れ らの金額を確定 して,計 算書の下部区分を作成することに よ りその年度 の付加価値額を確定 し,
次に以上の結果を踏 まえて買入 コス トの金額を逆算するか らである。
買入 コス トについては,減価償却費をそ こに含め るか,さらに買入項 目と利子費用 との境界線に
またがる2つ の費用 一 支払地代 ・賃借料 と不良債権一 を この項 目に算入すべきか どうかが問
題になる。前者は次項で扱 うことにして,残りの問題に関す るモー レイの所見を紹介 してお きたい。
支払地代 ・賃借料の処理に対 しては実質優先 思 考 の概 念(substance-・ver・formconcept)が適用
され るべ きことを指摘 し,2つ の具体 例をあげて説 明す る(para.6.21)。そ の1つ は,建 築会社
が クレー ン車を数 日間賃借 した場合であ る。 それは他企業 より購入されたサー ビスと解 され,こ
の取引に係る費用は買入 コス トに算入 され る。他の1つ は,航 空会社が リース業者か ら航空機 を
15年間 リ 一ースし,毎 年度 リース費用 を支払 うケースである。 これは航空機を購入 し,15年商に亙
り資本 と利子を返済す る取引 と解釈され,し たがって リース費用を買入項 目として売上収益から
(227)英 国の付加価値報告会計について93
控除すべ きでない とい う。換言すれば,こ の航空会社に とって リース企業は 「チーム構成 員」で
あ り,リ ース費用は利子費用 と並んで計上 され るべ き付加価値の分配項 目として処理 され るので
ある(para.6,22)。
不良債権の処理法は,そ れを買入項 目のもとに分類計上す るか,付 加価値計算書の下部区分に
付加価値 の充当額 として処理す るか,2つ の方法 が考え られ る。 モー レ イは,不 良債権 の如 き,
「こうした問題 のあ る項 目に関 して,標 準 として採用 され る処理法は,可 能な限 り財 ・サ ービス
の有用性が付加価値のなかに反映され,他 方浪費 された資源がそ こに反映 されない よ う,常 識的
結果を生み出すぺ きである」(para.5.5)ことを強調している。い ま,100ポン ドの製品(直接労務
費70ポン ドブラス買入材料30ポン ド)を生産し,そ れを150ポン ドで信用 販売 した が,後 に これが不
良債権 として償却 された と仮定 しよう。 モーレ イのい う 「われわれの常識を満 足させる結果」 を
つ くり出す よ うに解釈す るならば,こ の一連の事 象は,ω120ポン ドの 価値が付加 された こと,
(ロ)その後 に発生 した不良債権は過去 の成=果を消失 させたのではな く,債 務不履行者が,こ の付加
価値 の分配を受けるぺ き関係者の同意を得ずに,150ポン ドに の ぼる付加価値の分配を巧妙に受
け た こと,つ ま り価値の移転 として理解され るのである。←杯 良債権は信用販売に よって発生 し
た1つ の金融費用であるか ら,そ れは利子費用に隣接して表示 され るので ある(para.5.5,para
6.23)。但 し,モ ー レ イは重要性,簡 便性,コ ス トを考慮すると,不 良債権を買入項 目とい う 「掃
きだめ」のなかに算入す ることになろ うとも主張す るのであ る。
'3.純 付加価値対粗付加価値一 減価償却費の処理 をめ ぐって
純付加価値(netvalueadded)か粗付加価値(grossvalueadded)かの論争は,英 国の付加価値報
告会計におけ る1つ の中心的主題である。 それは畢寛,減 価償却費の取扱いをめ ぐる論争 である。
純付加価値概念の擁護者であるラザ フォー ドは1976/77年に調査した51社の付加価値計算書の う
ち,減 価償却費を買入 コス トまたは投入 コス ト(inputcost)として処理 しているのは僅か3社 で
あ り,し かも次年度にかか る処理を継続 した企業は1社 のみであ り,1社 はいわゆるオー ソ ドッ
クスな処現法に変更 し,残 りの1社 は付加価値計算書の作成を取 りやめた ことを,悲 痛 とも映 る
調子で書 いている。公 開され てい る付加価値計算書の殆 どは減価償却費を買入 コス トとして処理
せずに,「資産 の維持 ・拡張のための準備」 のなかに付加価値の分配 として表示 されてい る の で
あ る。それはrレ ポーF』 の提案例(第1表 を参照)に よる影響が大きか ったことを示唆してい る。
さて,モ ー レ イは徹底 した純付加価値概念支持者である。彼の この問題 に対する姿勢はつねに
一 貫してお り,し か も著し く明晰であるとい って よい。
モー レイは まず,通 常何故に減価償却費が買入項 目として処理 され るのか,つ ま り粗付加価値
概念に対す る根強い擁護が存在す るのか,そ の論拠をい くつか列挙してお り,そ れを要約す ると,
下記の通 りであ る。
ω 買入項 目から滅価償却費を除外す ることに よって買入 コス トの客観性が維持され る。 買入材


































































しているのである。そ の1つ は,そ れに よって利益に対する関心 ・注Elを逸 らす こ とが あ りう
ることであ り,自 由企業社会において利益は投資 と経済成長に とって不可欠であること,付 加価
値の俗受に よって この点が閑却 され るぺ きでない と喝破す る。 他は,経 営者が誤 って付加価値の
極大化のみに努力し,そ れに よって非効率的経営 とい う新たな危恨が生 じうることである。た と
えば,仕 入先か ら部品を現在1単 位100ポン ドで購入してい る企業が,自 社内でそれを生産 しう
るか否かの可能性を調査 し,そ の結果当該部品1単 位 の製造には材料費80ポン ド,労務費70ポソ
ドが必要な コス トとして算定 され た と仮定する。 モー レ イに よれば,「 愚かな付加価値極大化論
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ド上昇す るが故に,自 社内での生産を決定す るのであ る」。 だが,こ の意思決定は株主 の稼得利
益を部品1単 位 当 り50ポン ド低下せ しめ,株 主資本を非経済的ア ウ トプッ トに投下 して浪費させ
るだけ であ り,そ れは付加価値の盲 目的 ・狂信的支持老が犯す過誤であるとい うのが彼の見解 で
ある。
モー レイは,減 価償却費を買入 コス トとして控除すべ きこと,従 業員へ のプ リソジ ・ベネフィ
ヅ トを従業員に充当 された付加価値分配額を示す項 目に算入す ること,こ の2つ の主要 な点を除
けぽ,付 加価値計算書の構造はおお よそrレ ポー ト』で提示されたモデルに遵守すべ きであると







C4}ラ ザ フ ォー ドは1975-77年度 の3年 聞 に 亙 る19p社の 年 次 報 告 書,従 業 員 報 告 書(eπiployeereport)等
,を調 査 し,付 加 価 値 計 算 書 の 報 告 を 行 な う企 業 が そ れ を ど こ た 掲 載 し て い るか 分 析 し て い る が,そ れ に
よれ ば 大 抵 の 企 業 は 主 要 計 算 書 類(mainaccounts)のな か に 株 主 に 向 け て 公 開 し て い る(別 表1参 照)。
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別表1付加価値計算書の掲載箇所







































24 100.0 51' 100.0 66 100.0
注)(i)補足報 告書(supplementaryreport)とは,提 供 先が 特定 されて いな い,数
集 団宛 の報 告書。
(ii)会社 数は付 加 価値 計算書 を公 表(publlcatlon)する企業 の 数で,%は 標本 数






(7)但 し,モ 一ーレ イに よれ ば,英 国 で付 加 価 値 計 算 書 が 会 社 報 告 書 の な かtctw初に 掲 載 され て 公 閲 され た






ω た と え ば,山 上 達 人 教 授 は 英 国 の 企 業 付 加 価 値 会 計 を ま ず 付 加 価 値 報 告 会 計=付 加 価 値 財 務 会 計 と 付
加 価 値 管 理 会 計 と に 大 別 さ れ,さ らに 下 記 の 表 に 示 さ れ て い る よ うに.前 者 を 従 来 の 企 業 会 計(と くに
損 益 会 計),そ の 目的 ・役 割,付 加 価 値 計 算 書 の 開 示 形 式 とい う3つ の 関 係 か ら2つ に 類 型 化 され て い る
(山上 達 人 「付 加 価 値 報 告 会 計 の本 来 的 役 割 一rコ ー ポ レー ト ・レポ ー ト』 を め ぐ る 諸 見 解 に よせ て
一 」 『会 計 』,昭 和57年3月 号 参 照)。
別表2付 加 価値 報告 会計 の類 型
☆ 一 ≡ こ」損益会計劇 す・考妨 付力・価鰯 告の醐1付 剛 値計鰭 の形式
「コ ー ポ レ ー ト ・レ ポ ー
ト」 「モ ー リ ィ説 」 な ど
「レ ンシ ャル ・ア ラン ・








また,水 野 一郎教授は英国の企業付加価値会計を企業観を基礎に類型化 され,次 の3つ に分類 されて
い る(水 野一郎 「イギ リス付加緬値会計の概念的本質」r経営研究』,第33巻第4号)。
(i)伝統的企業観型
「伝統的な企業理論にもとつ く企業および企業 目的観を所与のもの として付加価値概念を伝統的制度
会計 ・管理会計の枠 内に組みこもうとす る立場」。この立場に属す る論者はRR、 ギルクリス ト(R.
R.Gilchrist),B.コックス(BemardCox),M.レシャルらである。
㈹ コーポレー ト・レポー ト型
「企業の社会的責任 を重視し,株 主以外 の従業員をはじめ とするその他の利害関係者を も十分に考慮
しようとする見地であ り,い わば伝統的な企業観から一歩踏み出そ うとする立場」。 この立場 を代表
す る研究はrレ ポrト 』,モーレ イ,E.G.ウッド(EdwardGWood)である。
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働 連合体型
「伝統的な企業観を批判し,経 営管理 ・組織理論の成果に依拠して,企 業を誘因 ・貢献理論に基づ く
連合体 として把握 し,そ の企業観に応じた財務報告 のなかに付加価値計算書を位置づけ ようとす る立
場」。 この立場に属す るのがA.ト ーマス(A。Thomas)で,彼に よれば,財 務報告書の機能は現在
・潜在的な連合体 メンバーが組織に参加す るか否かを意思決定 できる情報を提供す ることであ り,付








胸 『レポー ト』は,他 の過去の研究 とアプローチの仕方が異なる点を次のように述べてい る。
「財務報告はr財 務的』(financial)とい う用語の狭い伝統的解釈が許す以上の広範囲の情報を カバーし
なければならないとい う見解を採 った。財政状態や取引の概観だけでな く,む しろ経済活動の完壁な像
(picture)を伝達す る情報パ ッケージの形式 と内容を提案することに努力 した」(ASSC,OP.cit.,para.
0.5)。
「過去の研究 とのもう1つの主要な相違点は……私的セ クターか公的セクターか,営利追求か否かに関係
な く,あ らゆる種類 の経 済主体に原則として適用可能 なよ うに研究を拡大 した ことである」(ibid.,para.





{b)経営者,社 員または所有主あるいは社会に よって以前 に樹立 された諸 目的を達成す るうえでの経済
主体 の効率性の評定
㊤)雇 用,投 資お よび利益分配計画を含む経営上の業績,能 率性および諸 目的の評価
(d)他企業の取締役関係や役員の地位を含めた取締役 と役員 の経験 ・経歴の確認
(e)経済的安定性 と弱点 の評定
{f}流動性,追 加的固定 ・運転資本の現在ないし将来 の必要性,お よび長 ・短借 入金の調達能力の評定
(9)経済的ないし社会的 目的 のため,あ るいは両方の 日的のために資源の将来の再配分を行ない うる能
力の評定
ω 配当金,賃 金給料,そ の他現金支出の支払能力を含む将来の見通 しの見積 りおよび投資,生 産,雇
用に関す る将来の水準についての予測
(i}企業集団内における個々の事実 ・会社の業績,財 政状態お よび見通 しの評定
(力 社会および国益に関連した当該経済主体の経済的機能 ・業績,な らびに当該経済主体に帰属する社
会的費用 ・便益の評価
倒 税法,会 社法,契 約その他の法的義務 ・要請を遵守 してい ることの立証。
(1)経済主体 の事業 と生産物 の特徴の確認
輌 経 済的な期間比較 と企業間比較






⑳1985年会社法は損益計算書について2つ の水平的表示様式と2つ の垂直的表示様式を定めている。 こ
の2つ の表示様式は費用の分解法,つ まり活動別 と支出別 との分解法によって識別 され る(see,M.W.
E.Glautier,B.UnderdownandA.C.Clark,BasicFinancialAccounting,Pitman,1985,p.255)。
エ ッヂン5ン(D.A.Egginton)はICAEWの調査報告書をもとに,1980年代に入 って付加価値計算
書を公開する企業の数が停滞状況にある ことを指摘し,こ れに関説して 「1981年会社法のもとで,付 加
価値 と同じ生のデータを(付 加価値それ 自体を算出せずに)与 える新 しい損益計算書様式が,公 表 され
る付加価値計算書の数になんらかの影響を及ぼ したか否かを探ることは意義があろ う」 と述べ(DA
Eggington,InDefenceofProfitMeasurement:SomeLimitationsofCashFlowandValueAdded
asPerformanceMeasUresforExternalReporting,AccountingandBusinessResearch,Spring1984,l















働 モー レイは労働分配率が インフレ調整された付加価値デー タに基礎づけられた場合,会 社間比較や国
際比較に特に有用であ ることを指摘し,そ してカレン ト・コス ト情報を開示 してい るAlcan'Alumi・
nium社を一例に挙げて,1976年に同社の労働分配率は歴史的原価デー タに基づいて測定された場合66
%で あったが,カ レン ト・コス ト資料に よれぽ110%に達 し,実 質賃金 コス トが実質的な 「創造 された
富」を超過 していたことが 明らかになると語 ったのち,労 働分配率の もつ意味を次の ように主張 してい
る。「66%からllO%への上 昇は異常に大きいが,人 は,こ の比率が労働 コス トの趨勢に注意をいかt引
き寄せ るか,労 働代表者に情報を提供す る手段 として,賃 金交渉にいかに役立つかを知ることができる。
た とえば,労 働分配率 と留保利益 との関係(し たが って投 資と長期の仕事の保障)が 付加価値計算書に
おいて明瞭になるのである」(M.F.Morley,TheValueAddedStatementinBritain,TheAccount.
ingReviem,Vol,LIV,No.3,p.621)。また,81年の論文では同じ例に言及して,「報告主体が ゴー
イング ・コンサーンであるか否かについての疑念があ るか もしれない会社報告害の読者にとって,実 質
労働分配率は有用な指標であ りうる……。 なぜなら,こ の比率を100%以上長年維持 していれば,そ の
報告主体は破産の虞があるからである1(MF.Morley,ValueAddedReporting,P.260)。かよ うに,
モーレ イにおいては付加価値報告に関連して,労 働分配率 の意義がとくに強調 されていることが注 目さ
れるのであ る。
なお,モ ー レイは付加価値計算書の長所 として,そ の他に,租 税分配率(租 税/付 加価値)に 注意 を
喚起させること,企 業 の規模 と重要性についての優れた尺度を提供す ること,企 業の国民所得への兵献








劇 また,付 加価値計算書を年次報告書に含めることは,会 計に熟練していない利用者 に対して,損 益計
'
.算 書 との関係上,混 乱を招 く可能性があるとい う批判 も展開 されて きた。たとえば,売 上収益が100,買
入コス トo,賃金150の場合,企 業は損益計算書に損失50,付加価値計算書に付加佃i値額100と報告す る
であろ う。か ように,と くに付加価値がプラスの値 で,稼 得利益がマイナスの とき,彼 らは各計算書が
与える情報を読んで当然混乱を引き起すのではないか とい う疑念が生 じる。モー レイは この点に関 して,
この企業はチーム構成員に付加価値が過剰に分配 され,同 時に株主は当該企業 の積立金(reserve)のう
ち50を失なった もの と解釈すぺ きであると指摘するeか かる解釈が成立するのは,付 加価値計算書が株
主の福利に関する報告書ではな く,よ り広 く定義された チームの福利に関す る報告書 であ り,し たが っ




臼SSAP第5号 の一般原則は次の如 く規定 してい る。 「付加価値税は財貨 ・サー ビスの供給にかかわ る
ロ
税金であ り,そ れは究極的には最終消費者に よって負担 され るが,生 産 ・販売経路の各段階で徴集 され
る。 したが って,一 般原則として,商 人の計算書類上での付加価値税の処理は,こ の税金 の徴集老 とし
ての彼の役割を反映すべ きであ り,付 加価値税は,利 益 ないし支出が資本的性格の ものであれ収益的性
格の ものであれ,そ れ らに算入され るべ きではない」。
ω これに対して,物 品税 ・関税は売上高に算入 し,か っ金額 的に重要 でない場合ξこは買入 コス'トの一部
として,重 要 であれば独立 して買入コス トとともに報告され る(ThevalueAddedStatement;A
「eviewofitsuseinco「Po「atet'ePo「ts,Para.6.6,Para・6.13)。た とえば,下 掲 のAlliedBreweries
社の1976年度付加価値計算書(単 位は100万ポン ド)の よ うに表示され る。
付 加 価 値 計 算 書(一 部)
売 上 高(付加価値税を除 く)
買入財貨 ・サービス(付加価値税を除.く)
関税 ・物品税支払額






ω ラ ザ ブ ォ ー ドは こ の 臨 時 的 利 益 ・利 得 の 処 理 法 を 調 査 し て,公 開 企 業 の 間 で は こ の 項 目の 処 理 に 混 乱
と 首 尾 一 貫 性 の 欠 如 と い う印 象 を 免 れ 難 い と嘆 い た(see,B.A.Rutherford,PublishedStatementof
ValueAdded:ASurveyofThreeYears'Experience,PP.25-26)。つ ま り,臨 時 的 利 益 ・利 得 の 扱 い
は 企 業 間 で パ ラつ きが あ り,同 時 に 期 間 ご と に そ の 処 理 法 が 変 更 さ れ て い る の で あ る 。
働 ラザ フ ォー ドの 調 査 で は,関 蓮 会 社 利 益 と投 資 利 益 に つ い て は{b)法,受取 利 子 に 関 し て は(c)法を 適 用
す る企 業 が 多 い とい う結 果 が 出 て い る(ibid.,p.23)。
悶 か か る 処 理 法 は 当 然 貸 倒 引 当 金 に 対 し て も適 用 可 能 で あ り,貸 倒 引 当 金 繰 入 額 は 付 加 価 値 計 算 上,付
加 価 値 の 充 当 分 と し て 表 示 され る。 そ れ は 「創 造 され た 富 」 を,債 務 不 履 行 者 と 予 想 され る 人 々へ 移 転
す る こ とを 意 味 す る 。
幽B.A.Rutherfo'rd,op,cit.,P.17.t
㈹ 以 下 はM.F.Morley,TheValutiAddedStatement:AreviewofitSCtseincorPoraterePorts,
para・6.17&6.18,TheValueAddedStatementinBritain,PP.626-・28,ValueAddedReporting,
pp.263-669こよ る 。
㈱M.F.Morley,Theγ 吻eMdedStatement:AreviezvofitsuseincorPorate「ePo「ts・pa「a,
4.9,4.12,12.3.
働M.F.Morley,TheValueAddedStatementinBritain,pp.624-25.
(未完))
